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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期
第１四半期
連結累計期間

第90期
第１四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 29,523 31,920 150,918

経常利益 (百万円) 686 1,276 6,479

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,785 1,114 11,372

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,674 1,454 11,933

純資産額 (百万円) 83,475 89,988 89,035

総資産額 (百万円) 140,035 151,422 155,248

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 47.98 11.18 114.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.7 59.4 57.3

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高は消費税等を含んでいない。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

  なお、重要事象等は存在していない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

ある。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州債務問題の長期化や中国経済の成長率鈍化等

の不安はあるものの、米国経済が緩やかな回復への兆しを見せ始めたことに加え、日本銀行の金融緩和や

日本政府の経済政策への期待から円安・株高が進行するなど、景気が着実に回復しつつある中で推移し

た。

こうした中、当社グループは、中期経営方針の推進２年目を迎え、重点施策である「一定規模以上の収

益を継続して創出できる体制の構築」に向け、基盤となる主要事業に経営資源を集中し、世の中の変化や

多様化する顧客要求に適応する製品・サービスの創出に努めている。

当第１四半期連結累計期間の業績については、特装車セグメントにおいて、震災復興関連需要の継続等

により主要製品の需要が高水準を維持したことに加え、平成25年１月１日付で富士重工業株式会社から

譲り受けた塵芥車事業が業績に寄与したことや、航空機セグメントにおいてボーイング社「７８７」向

け主翼スパーの納入機数が増加したことなどから、受注高は42,418百万円(前年同期比18.6％増)、売上高

は31,920百万円(前年同期比8.1％増)となった。

損益面は、売上高の増加に円安効果が加わったことから航空機セグメントの採算性が向上したことも

あり、営業利益は1,198百万円(前年同期比77.9％増)、経常利益は1,276百万円(前年同期比86.0％増)とい

ずれも前年同期と比べて増加した。四半期純利益は、子会社取得に伴う「負ののれん発生益」を計上した

前年同期からは減少し、1,114百万円(前年同期比76.7％減)となった。

　

セグメントの業績は次のとおりである。なお、各セグメントの受注高及び売上高には、セグメント間の

内部受注高及び内部売上高を含んでいる。
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(航空機)

防衛省向けでは、固定翼哨戒機「Ｐ－１」量産品の受注が寄与していた前年同期と比べ、受注は減少し

たものの、売上は増加した。

一方、民需関連は、ボーイング社「７８７」向け主翼スパーの納入機数が増加したことなどから、受注、

売上ともに増加した。

この結果、当セグメントの受注高は3,158百万円(前年同期比48.1％増)、売上高は7,474百万円(前年同

期比53.9％増)となり、営業利益は1,375百万円(前年同期比553.9％増)となった。

　

(特装車)

車体等の製造販売は、震災復興関連需要の継続等により高水準を維持したことに加え、前年度に富士重

工業株式会社から譲り受けた塵芥車事業の業績への寄与により、受注は大幅に増加し、売上は前年同期と

同水準を維持した。

保守・修理事業は、受注、売上ともに前年同期と同水準を維持した。

また、林業用機械等は、受注は減少したものの、売上は前年同期と同水準を維持した。

この結果、当セグメントの受注高は22,629百万円(前年同期比20.7％増)、売上高は14,576百万円(前年

同期比2.1％増)となり、営業利益は671百万円(前年同期比40.3％減)となった。

　

(産機・環境システム)

流体製品は、大口案件の寄与により受注は増加し、売上は前年同期と同水準を維持した。

メカトロニクス製品は、昨年来好調に推移する自動車産業向けの自動電線処理機の需要が高水準を維

持していることから、受注は前年同期と同水準を維持し、売上は増加した。

一方、環境関連事業は、受注は増加したものの、売上は減少した。

この結果、当セグメントの受注高は6,817百万円(前年同期比25.9％増)、売上高は3,330百万円(前年同

期比4.8％減)となり、営業損益は296百万円の損失となった。

　

(パーキングシステム)

機械式駐車設備は、大口案件の寄与により受注は増加したものの、売上は減少した。

また、航空旅客搭乗橋「パックスウェイ」は受注、売上ともに減少した。

この結果、当セグメントの受注高は7,442百万円(前年同期比5.3％減)、売上高は4,788百万円(前年同期

比11.0％減)となり、営業損益は68百万円の損失となった。

　

(その他)

建設事業が受注、売上ともに増加した結果、当セグメントの受注高は3,035百万円(前年同期比25.3％

増)、売上高は2,440百万円(前年同期比18.1％増)となり、営業利益は35百万円(前年同期比51.3％増)と

なった。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はない。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、466百万円である。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,000,000 100,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
は1,000株 
である。

計 100,000,000 100,000,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日

― 100,000,000― 15,981 ― 15,737
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容を確認できず、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載をして

いる。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)        
普通株式       291,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    99,237,00099,237―

単元未満株式 普通株式       472,000― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 100,000,000― ―

総株主の議決権 ― 99,237 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
新明和工業株式会社

兵庫県宝塚市
新明和町１－１

291,000 ― 291,000 0.29

計 ― 291,000 ― 291,000 0.29

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の新任及び退任並びに役職の異

動はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,811 16,989

受取手形及び売掛金 ※２
 58,916

※２
 48,102

商品及び製品 2,559 2,955

仕掛品 20,635 24,327

原材料及び貯蔵品 12,365 12,708

その他 5,992 5,541

貸倒引当金 △59 △41

流動資産合計 115,222 110,584

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,521 11,769

その他（純額） 14,754 14,606

有形固定資産合計 26,275 26,376

無形固定資産 1,268 1,232

投資その他の資産

その他 12,578 13,327

貸倒引当金 △96 △96

投資その他の資産合計 12,481 13,230

固定資産合計 40,026 40,838

資産合計 155,248 151,422

EDINET提出書類

新明和工業株式会社(E02252)

四半期報告書

 8/17



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 25,900

※２
 24,321

1年内返済予定の長期借入金 2,000 2,000

未払法人税等 1,402 226

製品保証引当金 18 14

工事損失引当金 1,718 1,684

その他 14,873 13,001

流動負債合計 45,914 41,248

固定負債

長期借入金 6,000 6,000

退職給付引当金 9,676 9,726

その他 4,622 4,458

固定負債合計 20,299 20,185

負債合計 66,213 61,434

純資産の部

株主資本

資本金 15,981 15,981

資本剰余金 15,737 15,737

利益剰余金 56,901 57,517

自己株式 △120 △122

株主資本合計 88,500 89,114

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 876 1,058

土地再評価差額金 △383 △383

為替換算調整勘定 △52 96

その他の包括利益累計額合計 440 771

少数株主持分 93 103

純資産合計 89,035 89,988

負債純資産合計 155,248 151,422
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 29,523 31,920

売上原価 24,402 26,003

売上総利益 5,120 5,916

販売費及び一般管理費 4,446 4,717

営業利益 673 1,198

営業外収益

受取利息 5 4

受取配当金 32 36

負ののれん償却額 36 －

持分法による投資利益 4 －

為替差益 － 47

その他 38 34

営業外収益合計 117 123

営業外費用

支払利息 16 12

持分法による投資損失 － 7

為替差損 73 －

その他 15 25

営業外費用合計 105 45

経常利益 686 1,276

特別利益

負ののれん発生益 4,403 －

退職給付制度移行益 － 445

特別利益合計 4,403 445

特別損失

固定資産処分損 26 42

特別損失合計 26 42

税金等調整前四半期純利益 5,062 1,679

法人税、住民税及び事業税 272 226

法人税等調整額 8 337

法人税等合計 281 564

少数株主損益調整前四半期純利益 4,781 1,115

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 0

四半期純利益 4,785 1,114
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,781 1,115

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △164 181

為替換算調整勘定 18 92

持分法適用会社に対する持分相当額 38 64

その他の包括利益合計 △106 339

四半期包括利益 4,674 1,454

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,672 1,445

少数株主に係る四半期包括利益 1 9
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第１四半期連結会計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

該当事項なし。

　
(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

当社及び一部の連結子会社は、平成25年４月１日に確定給付企業年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行した

ことにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号  平成14年１月31日)を

適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行っている。

本制度変更に伴う影響額は、当第１四半期連結累計期間の特別利益として445百万円計上している。

　

　
(四半期連結貸借対照表関係)

１  受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 24百万円 15百万円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ている。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理している。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 1,097百万円 1,239百万円

支払手形 89百万円 51百万円

　

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

      なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及

び負ののれん償却額は、次のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 828百万円 936百万円

負ののれん償却額 △36百万円 ―
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 498 5 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

３  株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成24年５月22日開催の取締役会決議に基づき、５月31日に自己株式の消却を行っている。こ

の消却などにより自己株式は、当第１四半期連結累計期間において8,086百万円減少し、当第１四半期連

結会計期間末において117百万円になっている。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 498 5 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注３)
航空機 特装車

産機・環境

システム

パーキング

システム
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

4,85614,2393,4985,37927,9731,54929,523 ― 29,523

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 30 1 2 34 517 551 △551 ―

計 4,85614,2703,4995,38228,0082,06630,074△551 29,523

セグメント利益又
はセグメント損失
(△)

210 1,123△376 174 1,131 23 1,154△481 673

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業、不動産事業、ソフトウェ

ア事業等を含んでいる。

２  セグメント利益の調整額△481百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△491百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び基

礎的試験研究費である。

３  セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２  報告セグメントごとの資産に関する情報

平成24年４月２日付で、東邦車輛株式会社、東京エンジニアリングシステムズ株式会社及び東京パーキ

ングシステムズ株式会社が連結子会社となった。これにより、前連結会計年度の末日に比べて、当第１四

半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額は、「特装車」セグメントにおいて11,409百万円、

「パーキングシステム」セグメントにおいて7,568百万円それぞれ増加している。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(重要な負ののれん発生益)

平成24年４月２日付で、東邦車輛株式会社、東邦車輛サービス株式会社、東京エンジニアリングシステ

ムズ株式会社及び東京パーキングシステムズ株式会社の全株式を取得したことによる負ののれん発生益

は、「特装車」セグメントにおいて4,134百万円、「パーキングシステム」セグメントにおいて268百万円

である。
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  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注３)
航空機 特装車

産機・環境

システム

パーキング

システム
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

7,47414,5743,3294,78530,1641,75531,920 ― 31,920

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 1 0 2 5 685 690 △690 ―

計 7,47414,5763,3304,78830,1692,44032,610△690 31,920

セグメント利益又
はセグメント損失
(△)

1,375 671 △296 △68 1,682 35 1,717△519 1,198

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業、不動産事業、ソフトウェ

ア事業等を含んでいる。

２  セグメント利益の調整額△519百万円には、セグメント間取引消去9百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△528百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び基礎

的試験研究費である。

３  セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 47円98銭 11円18銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 4,785 1,114

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,785 1,114

普通株式の期中平均株式数(株) 99,739,011 99,706,826

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月７日

新明和工業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    田    茂    善    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柏    木       忠       印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    荒    井       巌       印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新明
和工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新明和工業株式会社及び連結子会社の平成25
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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